




9

Ｅさんは、ブラジルから、海外出張で日本に
働きに来ています。先日、日本人の同僚に誘わ
れて、公衆浴場に出かけましたが、Ｅさんだけ、
公衆浴場の従業員から入浴を拒否されました。
従業員が言うには、外国人の入浴マナーが良
くないため、日本人の他の入浴客とトラブルに
なったことがあり、それ以降、外国人の入浴は
断っているということでした。

でも、外国人というだけで、入浴自体を拒否
するというのは、明らかな差別ではないでしょ
うか。

このような場合、国内人権機関（人権委員

会）があれば、Ｅさんが国内人権機関（人権委
員会）に救済の申立てをしていくことで、国内
人権機関（人権委員会）が、Ｅさんと、問題と
なっている入浴施設との間で調停をしてくれる
ことが考えられます。現実的に考えても、例え
ば外国語で入浴の際のマナーを知らせる案内
を設置したりすることでも、十分にトラブルを
回避できるのではないでしょうか。国内人権
機関（人権委員会）があれば、そのような現実
的な解決策を提示しながら、問題の解決に向
けた活動をしてくれるでしょう。

公衆浴場で入浴を拒否されました



10

Ｆさんは公立高校に通う男子生徒ですが、
性同一性障害で苦しんでいます。高校1年生
の頃に気が付き、お医者さんの診断を受けて、
はっきりとわかりました。

高校には制服があり、Ｆさんは男子用の制
服を着ることが耐えられません。もっと耐えら
れないのは、男子トイレに入ることです。最近
では、学校に近づくと吐き気がしたり腹痛を起
こすようになり、このままでは学校をやめるほ
かないとまで悩んでいます。

担任や保健室の先生に相談をしたのですが、
卒業まで我慢できないかという返事で、つらい
毎日が続いています。また、皆にカミングアウ
トすれば、偏見の目で見られないかと怖いの
です。

このようなケースで、国内人権機関（人権委
員会）があれば、社会が一人ひとりの違いを認
めて暮らせるよう学校や教育委員会に働きか
けて適切な解決を図ってもらえるはずです。

例えば、本人の意向を最大限尊重しつつ、
関係者会議を開いて具体的な対策を立てる、
偏見を取り除くために、Ｆさんと同様の立場に
いる人たちの人権について教育や啓発活動を
行う等の対策をとってもらえることが考えられ
ます。

性的マイノリティーの人にとっては
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万引きをしたとして窃盗罪により起訴され、
刑事裁判を受けるために、現在、拘置所に収
容されているＧ子さん。

Ｇ子さんは、拘置所内の女性収容区域内に
収容されていますが、Ｇ子さんが着替えをした
り、用を足したりしている時に、巡回中の男性
刑務官からその様子を見られることがあると
して、Ｇ子さんは精神的苦痛を訴えています。

このような場合、Ｇ子さんは、プライバシー
侵害を理由に国家賠償請求をしていくことで、
金銭的な救済を求めることが考えられます。

しかし、そのような請求をしたとしても、国
の行政側が争えば訴訟となり、多大な時間と
費用がかかることが想定されるところです。ま
た、このような金銭的請求では、男性刑務官

による女性収容区域内の巡回という拘置所内
での運用そのものを変えることはできません
ので、今後も、Ｇ子さんのような被害を訴える
女性が出てくることも考えられます。

このような場合、国内人権機関（人権委員
会）があれば、Ｇ子さんが国内人権機関（人権
委員会）に救済の申立てをしていくことで、Ｇ
子さんの国に対する請求に関して、国内人権
機関（人権委員会）が調整してくれることが考
えられます。またさらに進んで、国内人権機関
（人権委員会）は拘置所内での、女性収容区
域に関する巡回の実態を調査のうえ、巡回の
運用のあり方が人権侵害になると認められる
場合には、拘置所に対して、警告、勧告、要望
等の措置をとってくれるでしょう。

拘置所に入所している女性が
プライバシーを侵害されたら

「パリ原則」とは―パリ原則（1993年12月20日の国連決議の内容）

人権を守る仕事が正しく行われるために、国連は1993年の総会で、国内人権機関（人権委員会）
の創設方法について、次のように決めました。

権限◆◆行政や警察、あるいは法律が人権侵害を引き起こすこともあり、また権力を持った組織
が人権侵害をしている時、それを正す活動ができるよう、誰の指示も受けずに調査、意見、勧告、
提案と報告をする権限を与えられること。

独立性◆◆政府権力や社会的強者に対しても、はっきりとものが言えるように、国内人権機関（人
権委員会）の委員は、人権にかかわる社会集団の多元的な代表を確保できる手続によって、ふ
さわしい人を選任され、任期中に政府によって一方的に解任されないよう身分保障されること。

財政と事務局による独立性◆◆政府から独立した活動が出来るようにするために、自前の建物と
事務局職員を持ち、そのための財源を与えられること。

活動の方法◆◆	１　問題について自由に検討、調査、協議し、司法その他の機関と協議し、広報し、
ＮＧＯとの関係を発展させること。

	 ２　調停を通じての解決を図ること。
	 ３　法律、規則及び行政慣行の改正や改革を勧告すること。

コラムコラム



調査をし、事実が確認されれば、勧告し、救済を与える。
――すでに多くの国で実現している国内人権機関（人権委員
会）の働きです。日本にも国内人権機関（人権委員会）を作
りましょう。

林　陽 子
《元国連女性差別撤廃委員会委員長》

ハンセン病患者は長期間にわたって人権侵害による被害を
受け続けてきました。未曾有ともいえるこのような人権侵害
を起こさせないためにも国内人権機関（人権委員会）が必要
です。

森　和 男 
《全国ハンセン病療養所入所者協議会会長》

現在の制度や政策で苦しみを背負わされている人は、行政
や司法による救済から取り残されてしまいがちです。国内人
権機関（人権委員会）は、条約や憲法の水準に立つことでそ
うした人々の希望の灯となる存在です。実現に向け、ともに
頑張りましょう。

寺 中　誠
《元アムネスティ・インターナショナル日本事務局長・
	 東京経済大学教員》

人権侵害を元から断つ政策提言。裁判所ができない、国内
人権機関（人権委員会）の重要な役割です。

山崎 公士
《	神奈川大学教授（国際人権法）》
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あなたの人権、

侵害されたら
どうしますか。

あったらいいな、

国内人権機関（人権委員会）！

みんなで政府を動かそう！


